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《使用データについての注意事項》 
・「３．個人消費」および「７．雇用情勢」で使用している「毎月勤労統計調査・地方調査」のデータは、事業規模30人以上の調査事業所の抽出替え

に伴い改定されるとともに、基準年を2010（平成22）年から2015（平成27）年に更新されたため、過去に遡って修正しました。 

15.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 16.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 17.1 2 3 4

現在の景気 ▲ ● × ▲ ● ▲ ▲ ● ▲ ▲ ▲ ▲ × ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ● ● ▲ ▲ ▲

３か月後の景気 ● ● ▲ ▲ ● ● ▲ ● ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ × × ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

生産活動 × × ● × × × × ● × ● × ● ▲ × ▲ × ● ● × ● × ● ● ● ● ● × ×

個人消費 ▲ ▲ × × ● ● × ● ▲ ● ▲ × × ● ▲ ▲ ● ▲ ▲ ● × × × ● ● × ▲ ●

民間設備投資 × ● × × ● × × ● ● × × × × × ▲ × × ● × × ● ● ● ● ● × ● ●

住宅投資 × ● × × ● × ● × × ● ● ● × × ● ● × ● × ● ● × × ● ● × × ●

公共投資 × × × ● ● × ● × ● ● × ● ▲ × × × × × ● × × ● ● × ● ● ● ×

雇用情勢 ▲ ● ▲ ● × ● ▲ ▲ ▲ ● ● ▲ ● ● ● ▲ ● × ▲ ● ▲ ▲ ▲ ● ● ▲ ▲ ▲

15.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 16.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 17.1 2 3 4

鉱工業生産指数 季調済・前月比 ● × × ● × ● × ● × ● × × ● × ● ● × ● × ● ● ● ● ● × ×

可処分所得 前年比 ● ● ● ● ● ● ● ● ● × × × ● × × ● × × × ● × ● ● ● × × ×

家計消費支出 前年比 ● × ● ● ● ● × ● × × × × ● ● × ● × × ● × ● ● ● ● × × ×

百貨店・スーパー販売額 店舗調整前・前年比 ● ● × ● ● ● ● ● ● ● × × ● ● ● × × ● × × × × ● × × ×

乗用車新車登録台数 ２車種計・前年比 × × × ● ● ● × ● ● ● × × ● × × ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

民間非居住建築物床面積 ３業用計・前年比 ● × × ● × × ● ● × × × × × ● × × ● × × ● ● ● ● ● × ● ●

新設住宅着工戸数 前年比 ● × × ● × ● × × ● ● ● × × ● ● × ● × ● ● × × ● ● × × ●

公共工事請負金額 前年比 × × ● ● × ● × ● ● × ● ● × × × × × ● × × ● ● × ● ● ● ×

新規求人倍率 季調済・前月差 ● × ● × ● ● × × ● ● × ● ● × ● ● × × ● ● × × ● × × × ●

有効求人倍率 季調済・前月差 ▲ ● ● × ● ▲ ▲ ▲ ● ● ▲ ● ▲ ● ▲ ● ▲ ▲ ● ▲ ● ● ● ● × × ×

常用雇用指数 全産業・前年比 × ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● × × ● ▲ ● ● ● ● ● ● ● ●

所定外労働時間指数 製造業・前年比 ● × × × × × ● ● × × × × × × ● × × × × × ● ● ● ● ●

常用労働者の賃金指数 名目・前年比 ● ● × ● ● × ● ● ● ● ● × × ● ● ● ● ● × × ● × × ● ●

企業倒産 負債総額・前年比(逆) ● ● × ● ● ● × ● ● ● ● ● × × × ● ● × ● × × ● × × × × ● ×

●＝前年比・前月比プラス、▲＝同横ばい、×＝同マイナス。ただし、「企業倒産」は逆表示。

《ご参考》
県内景気の基調判断の推移

【県内景気天気図】

●＝前月比上昇・好転

▲＝前月比横ばい

×＝前月比下降・悪化

【県内主要経済指標】
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１．概況…緩やかな回復基調が続いている 

 

県内景気の現状 

県内製造業の生産活動を鉱工業生産指数でみると、窯業・土石製品や化学などは大きく上昇したが、食料品やはん用・生産用・業務用機械などは大幅の

低下となったため、前月比では２か月連続で低下した。ただ、生産状況の先行きをあらわす出荷指数と在庫指数（製品在庫）をみると、出荷は４か月連続

で上昇し、在庫は９か月連続で低下しているため、引き続き回復局面にある。今後の動向が注目される。 

需要面では、百貨店・スーパーの販売額はウエイトの高い飲食料品をはじめすべての品目で伸び悩んだため、全体では３か月連続で前年を下回り、ホー

ムセンターの販売額も７か月連続のマイナスとなり、また、公共工事の請負金額は４か月ぶりに前年を下回った。 

しかし、ドラッグストアと家電大型専門店の販売額は引き続き前年を上回り堅調に推移し、乗用車の新車登録台数は２車種合計では３年ぶりの高水準で、

12 か月連続かつ大幅のプラスとなり、軽乗用車も前月に続き前年を上回った。また、民間設備投資の指標である民間非居住用建築物着工床面積は３業用と

も大幅のプラスとなり、トラックの新車登録台数も３か月ぶりの大幅増となり、新設住宅着工戸数は貸家に息切れ感が出てきたが、持家と分譲住宅が堅調

に推移したため、全体では３か月ぶりのプラスとなった。 

このような中、雇用情勢をみると、新規求人倍率と有効求人倍率は引き続き高水準にあり、企業側からみた常用雇用指数と製造業の所定外労働時間指数

はともに引き続き前年を上回り、改善傾向がみられる。 

これらの状況をまとめると、製造業の生産活動は弱含みで推移しているが、全体的には回復局面にあると考えられる。需要面では一部で引き続き伸び悩

んでいるものがみられるものの、上向き傾向のものが増え、総じて堅調に推移している。また、このような中で雇用情勢は引き続き改善傾向がみられる。

したがって県内景気の現状は、緩やかな回復基調が続いていると考えられる。 

 

今後の景気動向 

県内製造業の生産活動については、輸出関連業種を中心に為替相場の不透明な動きによる弱含みと、一部で在庫調整による減産が懸念されるものの、内

需関連業種で底堅いため、全体としては引き続き堅調に推移するものと考えられる。需要面では、景気の先行き不透明感などの不安材料はあるが、全体的

には底堅く推移するものと思われる。したがって今後の県内景気については、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響などが心配されるものの、

緩やかな回復基調がしばらくは続くものと考えられる。 
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生産…「鉱工業生産指数」の前月比は２か月連続の低下 
2017年２月の県内製造業の生産状況をみると、鉱工業生産指数(2010年＝100)の「原指数」は97.3、前年同月比＋0.4％で４か月連続の上昇となっている

が、「季節調整済指数」は101.1、前月比－1.8％で２か月連続の低下。季調済指数の３か月移動平均値（１月）は104.1、前月比－1.1％で、５か月ぶりに

低下した。業種別に季調済指数の水準をみると、「化学」（118.6）や「パルプ・紙・紙加工品」（112.9）などは高水準が続いているものの、「窯業・土

石製品」（69.3）や「金属製品」（87.2）、「鉄鋼」（88.0）などは引き続き低水準にとどまっている。前月に比べると、「窯業・土石製品」（前月比＋

11.8％）や「化学」（同＋9.6％））などは大きく上昇したが、「食料品」（同－22.6％）や「はん用・生産用・業務用機械」（同－12.2％）などは大幅

の低下となった。 

生産状況の先行きをあらわす「出荷指数」と「在庫指数（製品在庫）」を前年比でみると、出荷は４か月連続で上昇し（原指数95.7、前年同月比＋

0.9％）、在庫は９か月連続で低下している（同109.5、同－2.0％）。「在庫循環図」をみると、引き続き「回復局面」にある。 

 

個人消費…「乗用車新車登録台数」は３年ぶりの高水準で、12 か月連続かつ大幅のプラス 

３月の「消費者物価指数(生鮮食品を除く総合/大津市/2015年＝100)」は99.9で、前年同月比は＋0.2％となり前月に続き上昇、前月比も＋0.1％となり

３か月連続で上昇している。１月の「名目賃金指数（現金給与総額、事業所規模30人以上、2015年＝100)」は87.0、同＋4.3％、「実質賃金指数」は

86.7、同＋3.6％で、ともに前月に続きプラスとなった。 

このような所得・消費環境のなか、２月の「百貨店・スーパー販売額(全店ベース＝店舗調整前、対象店舗数は94店舗)」は20,785百万円、前年比－

3.7％と、３か月連続の減少となっている。品目別にみると、ウエイトの高い飲食料品が３か月連続のマイナス（同－2.3％）となっているのをはじめ、す

べてで前年を下回り、衣料品は８か月連続かつ大幅のマイナス（同－10.2％）、家電機器も３か月連続（同－5.3％）、身の回り品（同－7.1％）と家庭用

品（同－4.1％）はともに２か月ぶりのマイナスとなった。また、｢既存店ベース（＝店舗調整後）」の売上高もすべての品目でマイナスとなり、全体では

３か月連続で前年を下回っている（同－2.7％）。 

「家電大型専門店・ドラッグストア・ホームセンター販売額（全店ベース＝店舗調整前）」によると、２月の「ドラッグストア」(177店舗)は4,731百万

円、前年同月比＋3.1％で、23か月連続のプラス、「家電大型専門店」(39店舗)も2,850百万円、同＋4.2％で６か月連続のプラスとなり、ともに堅調に推

移している。一方、「ホームセンター」(62店舗)は2,647百万円、同－2.9％で、７か月連続のマイナスとなっている。なお、これらの対象店舗は「百貨

店・スーパー販売額」の中のスーパーの対象店舗とは重複しない。昨年７月から都道府県別の前年同月比伸び率が公表された「コンビニエンスストア販売

額」（２月：561店舗）は、8,256百万円、同－0.3％で、公表以来、初めてのマイナスとなったが、昨年がうるう年のため営業日数が１日多いことを勘案

すると、堅調に推移していると考えられる。 

３月の「乗用車新車登録台数(登録ナンバー別)」をみると、「普通乗用車(３ナンバー車)」が前月に続き前年比大幅のプラス（2,753台、前年同月比＋

20.7％）、「小型乗用車(５ナンバー車)」も５か月連続かつ大幅の増加となっているため（2,417台、同＋18.1％）、２車種合計は14年３月以来３年ぶり

となる5,000台超の高水準で、12か月連続かつ大幅のプラスとなっている（5,170台、同＋19.5％）。また、「軽乗用車」は前月に続き前年を上回った

（3,173台、同＋2.8％）。ただ、15年４月からの増税と燃費改ざんの影響は一巡したかどうか、引き続き注視する必要がある。 

 

民間設備投資…「民間非居住用建築物着工床面積」は高水準かつ大幅のプラス 

民間設備投資と関連の深い「民間非居住用建築物着工床面積」(３月)は51,646㎡、前年同月比＋126.1％で、高水準かつ大幅のプラスとなった。業種別に
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みると、「鉱工業用」と「商業用」がともに２か月連続の大幅プラス、「サービス業用」も４か月ぶりの大幅増となった（「鉱工業用」：33,864㎡、同＋

222.1％、「商業用」：8,254㎡、同＋36.7％、「サービス業用」：9,528㎡、同＋51.5％）。 

また、３月のトラック新車登録台数をみると、「小型四輪トラック(４ナンバー車)」が前月に続き前年を上回り、大幅の増加となったことに加え（282

台、同＋10.2％）、「普通トラック(１ナンバー車)」も３か月ぶりのプラスとなったため（186台、同＋7.5％）、２車種合計では３か月ぶりの大幅増とな

った（468台、同＋9.1％）。今年９月からの排出ガス規制強化に伴い、メーカー各社がエンジン等を改良した新型車を投入しているため、今後の動向が注

目される。 

 

住宅投資…「新設住宅着工戸数」は３か月ぶりのプラス 
３月の「新設住宅着工戸数」は655戸、前年同月比＋7.7％で、３か月ぶりのプラスとなった。利用関係別でみると、｢持家」は318戸、同＋7.1％(大津市

67戸など)で前月に続きプラスとなったが、｢貸家」は206戸、同－9.3％(大津市70戸など)で６か月ぶりのマイナスとなった。一方、「分譲住宅」は131

戸、同＋56.0％(彦根市69戸など)で３か月ぶりの大幅プラスとなった。分譲住宅の内訳をみると、「一戸建て」は３か月連続のマイナスだが（65戸、同－

19戸）、「分譲マンション」は前年がなかったため、全体を押し上げた（66戸、前年差＋66戸）。なお、「給与住宅」は５か月連続でなかった。 

 

公共投資…「請負金額」は４か月ぶりのマイナス 
３月の西日本建設業保証(株)の保証による公共工事の請負件数は129件、前年同月比＋25.2％で、３か月連続で前年を大きく上回っている。一方、金額

は約68億円、同－1.3％で、４か月ぶりのマイナスとなった。請負金額を発注者別で多い順から並べると、「市町」(約33億円、前年同月比＋26.5％)、

「県」(約24億円、同－21.5％)、「その他」(約５億円、同＋23.8％)、「独立行政法人」(約３億円、同＋12.3％) 、「国」(約２億円、同－52.3％)。 

 

雇用情勢…有効求人倍率（就業地別）は前月比0.01ポイント上昇の1.46倍 
３月の「新規求人数(パートを含む)」は10,101人（前年同月比＋2.8％）で２か月ぶりの増加、「新規求職者数（同）」は6,033人（同－3.4％）で４か

月連続のマイナスとなっている。「新規求人倍率(パートを含む、季節調整値)」は前月比0.05ポイント上昇の1.73倍、一方、「有効求人倍率(同)」は同

0.01ポイント低下の1.20倍となったが、ともに引き続き高水準にある。参考値として発表されている「就業地別」の有効求人倍率をみると、３月は前月に

比べ0.01ポイント上昇の1.46倍で、公表値である「受理地別」の1.20倍を引き続き大きく上回っている。 

１月の「常用雇用指数(事業所規模30人以上、2015年＝100)」は101.4、同＋3.9％で、８か月連続で前年を上回っている。｢製造業の所定外労働時間指数

(同)｣も101.8、同＋7.6％で、５か月連続のプラスとなっている。 

 

倒産…「負債総額」は大型倒産が発生し前年を大きく上回る 
㈱東京商工リサーチ滋賀支店のまとめによる４月の「負債金額10百万円以上」の倒産件数は４件（前年差－３件）、負債総額は約2,538百万円（同＋

2,098百万円）で、件数は前年を下回ったものの、負債総額は負債額10億円超の大型倒産が１件発生したため前年を大きく上回った（大型倒産：㈱滋賀興

産、彦根市、負債額1,370百万円、スーパー経営）。業種別では「小売業」と「サービス業他」が各２件ずつ、原因別では「販売不振」が３件、「放漫経

営」が１件。資本金別では４件中１件が「１千万円未満」。なお、業歴30年以上の倒産が２件発生し、比較的業歴の長い企業の倒産が増加傾向にある。 
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２．生産…「鉱工業生産指数」の前月比は２か月連続 

の低下 
 

2017年２月の県内製造業の生産状況をみると、鉱工業生産指数(2010年

＝100)の「原指数」は97.3、前年同月比＋0.4％で４か月連続の上昇とな

っているが、「季節調整済指数」は101.1、前月比－1.8％で２か月連続

の低下となった(図１、巻末の県内経済指標ＮＯ．１)。 

季調済指数の３か月移動平均値（１月）は104.1、前月比－1.1％で、

５か月ぶりに低下した（図２、図３）。今後の動向が注目される。 
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（％） 図１ 鉱工業生産指数の推移（滋賀県、2010年=100）
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図２ 鉱工業生産指数の３か月移動平均値①

（季節調整済値、2010年＝100）
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図３ 鉱工業生産指数の３か月移動平均値の推移②

（季節調整済値、2010年＝100）
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大分類の業種別に季調済指数の水準をみると（図５－①、②、③）、

「化学」（118.6）や「パルプ・紙・紙加工品」（112.9）などは高水準

が続いているものの、「窯業・土石製品」（69.3）や「金属製品」

（87.2）、「鉄鋼」（88.0）などは引き続き低水準にとどまっている。 

前月に比べると、「窯業・土石製品」（前月比＋11.8％）や「化学」

（同＋9.6％））などは大きく上昇したが、「食料品」（同－22.6％）や

「はん用・生産用・業務用機械」（同－12.2％）などは大幅の低下とな

った。 
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図４ 鉱工業生産指数の全国、近畿との比較

（季調済指数、2010年＝100）
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図５－① 業種別の鉱工業生産指数の推移

（季調済指数、2010年＝100）
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中分類の業種別季調済指数の水準をみると（図６－①、②、③）、

「食料品」（121.8）や「運搬機械」（117.5）などは高水準が続いてい

るものの、「ガラス製品」（51.8）は引き続き低水準で推移し、「半導

体・フラットパネル製造装置」（83.6）や「電子部品・デバイス」

（92.2）なども低い。 
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図５－② 業種別の鉱工業生産指数の推移

（季調済指数、2010年＝100）
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図５－③ 業種別の鉱工業生産指数の推移

（季調済指数、2010年＝100）
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図６－① 中分類の主要業種別鉱工業生産指数の推移

（季調済指数、2010年＝100）
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生産状況の先行きをあらわす「出荷指数」と「在庫指数（製品在

庫）」を前年比でみると（図７－①、経済指標ＮＯ．１）、出荷は４か

月連続で上昇し（原指数95.7、前年同月比＋0.9％）、在庫は９か月連続

で低下している（同109.5、同－2.0％）。「在庫循環図」をみると(図７

－②)、引き続き「回復局面」にある。今後の動向が注目される。 
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図６－② 中分類の主要業種別鉱工業生産指数の推移

（季調済指数、2010年＝100）
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図６－③ 中分類の業種別鉱工業生産指数の推移

（季調済指数、2010年＝100）
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図７－① 鉱工業生産・出荷・在庫指数の推移

（滋賀県、原指数、2010年＝100）
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３．個人消費…「乗用車新車登録台数」は３年ぶりの高 

水準で、12 か月連続かつ大幅のプラス 
 

３月の「消費者物価指数(生鮮食品を除く総合/大津市/2015年＝100)」

は99.9で、前年同月比は＋0.2％となり前月に続き上昇、前月比も＋

0.1％となり３か月連続で上昇している (図８、経済指標ＮＯ．２）。エ

ネルギー（電気代、ガス、灯油、ガソリン）は前年比では前月に続き上

昇し、前月比では５か月連続の上昇となっている（92.5、前年同月比＋

2.5％、前月比＋0.8％）。 

なお、酒類を除く食料とエネルギーを除いた指数でみると(図８）、前

年比、前月比ともに低下した（99.9、前年同月比－0.3％、前月比－

0.1％）。 

 

 
 

 

 

３月の「可処分所得(大津市・勤労者世帯)」は３か月連続の減少とな

り(前年同月比－3.2％)、「家計消費支出(同)」も３か月連続のマイナス

(同－4.1％)(図９、経済指標ＮＯ．２)（注:「可処分所得(大津市・勤労

者世帯)」と「家計消費支出（同）」の集計世帯数は47世帯）。 
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（％） 図８ 消費者物価指数（CPI)（大津市、2015年=100）の推移

CPI①：前年同月比

CPI①：前月比

CPI②：前年同月比
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（注）CPI①：生鮮食品を除く総合、CPI②：食料(酒類を除く)及びエネルギーを除く総合
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図９ 消費支出と可処分所得の推移

（大津市、前年同月比）
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「毎月勤労統計調査」における１月の「名目賃金指数（現金給与総

額、事業所規模30人以上、2015年＝100)」は87.0、同＋4.3％で、前月に

続き増加となった(図10、経済指標ＮＯ．６)。なお、この指数を消費者

物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）で除した「実質賃金指数」は

86.7、同＋3.6％で、これも前月に続きプラスとなった(図10)。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このような所得・消費環境のなか、２月の「百貨店・スーパー販売額

(全店ベース＝店舗調整前、対象店舗数は94店舗)」は20,785百万円、前

年比－3.7％と、３か月連続の減少となっている(図11)(経済指標ＮＯ．

２)。品目別にみると(図12－①)、ウエイトの高い飲食料品が３か月連続

のマイナス（同－2.3％）となっているのをはじめ、すべてで前年を下回

り、衣料品は８か月連続かつ大幅のマイナス（同－10.2％）、家電機器

も３か月連続（同－5.3％）、身の回り品（同－7.1％）と家庭用品（同

－4.1％）はともに２か月ぶりのマイナスとなった。 

また、｢既存店ベース（＝店舗調整後）」の売上高もすべての品目でマ

イナスとなり、全体では３か月連続で前年を下回っている（同－2.7％）

(図11、図12－②、経済指標ＮＯ．２)。 
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「家電大型専門店・ドラッグストア・ホームセンター販売額（全店ベ

ース＝店舗調整前）」によると(図12－③)、２月の「ドラッグストア」

(177店舗)は4,731百万円、前年同月比＋3.1％で、23か月連続のプラス、

「家電大型専門店」(39店舗)も2,850百万円、同＋4.2％で６か月連続の

プラスとなり、ともに堅調に推移している。一方、「ホームセンター」

(62店舗)は2,647百万円、同－2.9％で、７か月連続のマイナスとなって

いる。なお、これらの対象店舗は「百貨店・スーパー販売額」の中のス

ーパーの対象店舗とは重複しない。 

昨年７月から都道府県別の前年同月比伸び率が公表された「コンビニ

エンスストア販売額」（２月：561店舗）は、8,256百万円、同－0.3％

で、公表以来、初めてのマイナスとなったが(図12－③)、昨年がうるう

年のため営業日数が１日多いことを勘案すると、堅調に推移していると

考えられる。 
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図12－① 百貨店・スーパーの品目別販売額

（全店ベースの前年同月比）
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３月の「乗用車新車登録台数(登録ナンバー別)」をみると、「普通乗

用車(３ナンバー車)」が前月に続き前年比大幅のプラス（2,753台、前年

同月比＋20.7％）、「小型乗用車(５ナンバー車)」も５か月連続かつ大

幅の増加となっているため（2,417台、同＋18.1％）、２車種合計は14年

３月以来３年ぶりとなる5,000台超の高水準で、12か月連続かつ大幅のプ

ラスとなっている（5,170台、同＋19.5％）（図13－①、経済指標ＮＯ．

２）。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

また、「軽乗用車」は前月に続き前年を上回った（3,173台、同＋

2.8％）（図13－②、経済指標ＮＯ．２）。ただ、15年４月からの増税と

燃費改ざんの影響は一巡したかどうか、引き続き注視する必要がある。 
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図13－① 乗用車の新車登録台数
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４．民間設備投資…「民間非居住用建築物着工床面 

          積」は高水準かつ大幅のプラス 
 

民間設備投資と関連の深い「民間非居住用建築物着工床面積」(３月)は

51,646㎡、前年同月比＋126.1％で、高水準かつ大幅のプラスとなった(経

済指標ＮＯ．３)。業種別にみると、「鉱工業用」と「商業用」がともに２

か月連続の大幅プラス、「サービス業用」も４か月ぶりの大幅増となった

（「鉱工業用」：33,864㎡、同＋222.1％、「商業用」：8,254㎡、同＋36.7％、

「サービス業用」：9,528㎡、同＋51.5％）。 

月々の季節変動を３か月移動平均で調整すると(図14)、２月は41,770

㎡、同＋8.0％で、３か月ぶりのプラスとなった。業種別に多い順に並べ

ると、｢鉱工業用」26,704㎡、同＋30.4％、｢サービス業用」9,791㎡、同

－7.5％、｢商業用」5,275㎡、同－30.5％。 

 

【３月の主な業種別・地域別申請状況】 

(ｲ)「鉱工業用」：東近江市（25,069㎡）、守山市（4,066㎡）、 

長浜市（2,123㎡）など 

(ﾛ)「商業用」 ：大津市（5,567㎡）、栗東市（1,706㎡）など 

(ﾊ)「ｻｰﾋﾞｽ業用」：湖南市（2,100㎡）、大津市（1,842㎡）、 

草津市（1,663㎡）、長浜市（1,001㎡）など 

 
 

また、３月のトラック新車登録台数をみると、「小型四輪トラック(４

ナンバー車)」が前月に続き前年を上回り、大幅の増加となったことに加

え（282台、同＋10.2％）、「普通トラック(１ナンバー車)」も３か月ぶ

りのプラスとなったため（186台、同＋7.5％）、２車種合計では３か月

ぶりの大幅増となった（468台、同＋9.1％）（図15）。今年９月からの

排出ガス規制強化に伴い、メーカー各社がエンジン等を改良した新型車

を投入しているため、今後の動向が注目される。 
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㈱しがぎん経済文化センターが２月に実施した「県内企業動向調査」に

よると（有効回答数 311 社）（図 16）、１－３月期に設備投資を「実施」

した（する）割合は、前期（46％）から＋３ポイントの 49％と３四半期連

続で上昇している。しかし、次期４－６月期は 47％と低下する見通し。 

 
 

 当期の設備投資「実施」企業の主な投資内容は、「生産・営業用設備の更

新」が最も多い（45.0％）。業種別にみると、製造業では「生産・営業用設

備の更新」（61.4％）、非製造業では「車両の購入」と「ＯＡ機器の購入」

（ともに 37.2％）がトップ。 

 

 
 

５．住宅投資…「新設住宅着工戸数」は３か月ぶりの 

プラス 
 

３月の「新設住宅着工戸数」は655戸、前年同月比＋7.7％で、３か月

ぶりのプラスとなった（図17、経済指標ＮＯ．４）。 

利用関係別でみると(図18、経済指標ＮＯ．４)、｢持家」は318戸、同

＋7.1％(大津市67戸など)で前月に続きプラスとなったが、｢貸家」は206

戸、同－9.3％(大津市70戸など)で６か月ぶりのマイナスとなった。一

方、「分譲住宅」は131戸、同＋56.0％(彦根市69戸など)で３か月ぶりの

大幅プラスとなった。分譲住宅の内訳をみると、「一戸建て」は３か月

連続のマイナスだが（65戸、同－19戸）、「分譲マンション」は前年が

なかったため、全体を押し上げた（66戸、前年差＋66戸）(図19、図

20)。なお、「給与住宅」は５か月連続でなかった(図18)。 

 

 

 
 

 

46 

49 

47 

50 

55 

54 

44 
43 

41 

30

35

40

45

50

55

60

1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6

13年 14年 15年 16年 17年

(％) 図16 設備投資を実施した(する)企業の割合

全体 製造業 37.8

(見通し)

設備投資実施（17/1-3月期）の主な内容（複数回答）
【％】
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設備の更新
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設備の新規

導入
土地購入

建物の増改

築
建物の新築 車両の購入

ＯＡ機器の購

入

ソフトウェアの

購入
その他
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【ご参考：県内市町別・利用関係別新設住宅着工戸数】 

 

 
 

 

 

 

 
 

 
 

滋賀県

新設住宅－利用関係別　戸数（単位：戸）

月次集計： 2017年 03月

CODE 県郡市区町村名 利用関係 計 持家 貸家 給与住宅 分譲住宅

滋賀県計 655             318             206             -               131             

市部計 632             297             206             -               129             

郡部計 23              21              -               -               2               

201 大津市 159             67              70              -               22              

202 彦根市 122             24              29              -               69              

203 長浜市 31              29              -               -               2               

204 近江八幡市 59              25              32              -               2               

206 草津市 73              34              23              -               16              

207 守山市 21              18              -               -               3               

208 栗東市 52              13              36              -               3               

209 甲賀市 35              24              8               -               3               

210 野洲市 15              12              -               -               3               

211 湖南市 10              8               -               -               2               

212 高島市 9               9               -               -               -               

213 東近江市 15              11              -               -               4               

214 米原市 31              23              8               -               -               

380 蒲生郡 5               5               -               -               -               

383 蒲生郡日野町 5               5               -               -               -               

384 蒲生郡竜王町 -               -               -               -               -               

420 愛知郡 8               6               -               -               2               

425 愛知郡愛荘町 8               6               -               -               2               

440 犬上郡 10              10              -               -               -               

441 犬上郡豊郷町 2               2               -               -               -               

442 犬上郡甲良町 -               -               -               -               -               

443 犬上郡多賀町 8               8               -               -               -               

0
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800

1,000

1,200
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（戸） 図18 新設住宅着工戸数（利用関係別）
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（戸） 図19 一戸建て分譲住宅の着工動向
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月々の季節変動を３か月移動平均で調整すると（２月）、総戸数では

732戸、同－8.3％で前月に続きマイナスとなった。利用関係別でみる

と、「持家」（318戸、同＋5.0％）と「貸家」（291戸、同＋38.6％)は

ともに４か月連続のプラスで、とくに貸家は大幅のプラス。一方、「分

譲住宅」は前月に続き大幅のマイナスとなっている（124戸、同－

56.5％）(図21)。 
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（戸） 図20 分譲マンションの着工動向
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６．公共投資…「請負金額」は４か月ぶりのマイナス 
 

３月の西日本建設業保証(株)の保証による公共工事の請負件数は129

件、前年同月比＋25.2％で、３か月連続で前年を大きく上回っている。

一方、金額は約68億円、同－1.3％で、４か月ぶりのマイナスとなった

(図22、図23、図24、経済指標ＮＯ．４)。 

請負金額を発注者別で多い順から並べると、「市町」(約33億円、前年

同月比＋26.5％)、「県」(約24億円、同－21.5％)、「その他」(約５億

円、同＋23.8％)、「独立行政法人」(約３億円、同＋12.3％) 、「国」

(約２億円、同－52.3％)(図22、図23)。 

 

 

《３月の主な大型工事（３億円以上）》 
国      ：（この基準規模では該当工事なし）   

独立行政法人：（この基準規模では該当工事なし）  

 県   ：（この基準規模では該当工事なし）      

市   町 ：守山市立図書館改築（建築）工事  

そ の 他  ：（この基準規模では該当工事なし）  

 

 

なお、昨年４月からの年度累計をみると、1,047億円、前年度比－

8.8％で、前年度を下回った(図25)。発注者別にみると、すべてで前年度

を下回った（「国」：約74億円、前年度比－6.5％、「独立行政法人」：約

110億円、同－7.3％、「県」：約394億円、同－5.0％、「市町」：約435億

円、同－8.5％、「その他」：約34億円、同－51.7％）。 
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７．雇用情勢…有効求人倍率（就業地別）は前月比0.01 

ポイント上昇の1.46倍 
 

３月の「新規求人数(パートを含む)」は10,101人（前年同月比＋

2.8％）で２か月ぶりの増加、「新規求職者数（同）」は6,033人（同－

3.4％）で４か月連続のマイナスとなっている(経済指標ＮＯ．５)。 

「新規求人倍率(パートを含む、季節調整値)」は前月比0.05ポイント

上昇の1.73倍、一方、「有効求人倍率(同)」は同0.01ポイント低下の

1.20倍となったが、ともに引き続き高水準にある(図26－①、図27、経済

指標ＮＯ．５)。 
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（前年同月比・％） 図24 公共工事請負額（近畿、全国との比較）
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図25 公共工事請負額（年度間月別累計比較）
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（倍） 図26-① 求人倍率（パートを含む、季節調整値）
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参考値として発表されている「就業地別」の有効求人倍率をみると、３

月は前月に比べ0.01ポイント上昇の1.46倍で、公表値である「受理地別」

の1.20倍を引き続き大きく上回っている（図26－②）。 

 
 

 
 

雇用形態別に有効求人倍率（原数値）をみると（３月）（図28）、

「常用パート」は1.37倍で、前月に比べ0.10ポイント低下したものの、

依然、高水準が続いている。「正社員」も前月に比べ0.03ポイント低下

の0.70倍と、水準は引き続き低い。 
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図26-② 有効求人倍率の比較（パートを含む、季節調整値）
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図27 有効求人倍率（近畿、全国との比較）

（パートを含む、季節調整値）
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（倍） 図28 雇用形態別の有効求人倍率（原数値）
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県内の安定所別の有効求人倍率（パートを含む、原数値）をみると

（３月）（図29－①、②）、「彦根」（1.75倍）と「草津」（1.36

倍）、「甲賀」（1.31倍）は高水準が続いているが、「高島」は前月に

続き１倍を下回り（0.98倍）、「大津」（1.06倍）も低水準で推移。 

 

 
 

 
 

３月の「雇用保険受給者実人員数」は4,627人、同－4.8％で、16か月

連続のマイナスとなっている(図30、経済指標ＮＯ．５)。 
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（倍） 図29－① 県内安定所別の有効求人倍率（パートを含む、原数値）
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また、３月の産業別「新規求人数」をみると（図 31－①、②）、「製造

業」は 10か月連続（1,700 人、同＋31.6％）、「サービス業」も２か月連

続のともに大幅のプラス（1,416 人、同＋16.1％）、「卸売・小売業」は

４か月ぶりに前年を上回った（1,189 人、同＋7.8％）。 

 

 

 
 

 

１月の「常用雇用指数(事業所規模30人以上、2015年＝100)」は

101.4、同＋3.9％で、８か月連続で前年を上回っている。｢製造業の所定

外労働時間指数(同)｣も101.8、同＋7.6％で、５か月連続のプラスとなっ

ている(図32－①、②、経済指標ＮＯ．６)。 
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（％） 図31－① 産業別新規求人数の推移①（前年同月比）
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16年10－12月期の両指数の前年同期比増加率をみると(図33)、常用雇

用指数は８四半期連続のプラスとなり（前年同期比＋1.5％）、所定外労

働時間指数も５四半期ぶりの大幅プラスとなったため（同＋8.9％）、

「下降期」から「上昇期」に移行した。今後の動向が注目される。 

 
 

都道府県別に四半期平均で公表されている「完全失業率」をみると(図

34)、16年10－12月期は2.7％となり、低水準かつ前期比低下した（－0.1

ポイント）。 

 
 

８．倒産…「負債総額」は大型倒産が発生し前年を大 

きく上回る 
 

㈱東京商工リサーチ滋賀支店のまとめによる４月の「負債金額10百万

円以上」の倒産件数は４件（前年差－３件）、負債総額は約2,538百万円

（同＋2,098百万円）で、件数は前年を下回ったものの、負債総額は負債

額10億円超の大型倒産が１件発生したため前年を大きく上回った(図35、

図36、経済指標ＮＯ．６)（大型倒産：㈱滋賀興産、彦根市、負債額

1,370百万円、スーパー経営）。 

業種別では「小売業」と「サービス業他」が各２件ずつ、原因別では

「販売不振」が３件、「放漫経営」が１件。資本金別では４件中１件が

「１千万円未満」。 

なお、業歴30年以上の倒産が２件発生し、比較的業歴の長い企業の倒

産が増加傾向にある。 
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９．県内主要観光地の観光客数 
【①大津地域】 

    ミシガン＋ビアンカ……………３月   9,553人（同 － 1.5％） 

    道の駅：びわ湖大橋米プラザ…３月  45,122人（同 － 8.8％）  

比叡山ドライブウェイ…………３月  30,667人（同 － 0.8％） 

  奥比叡ドライブウェイ…………３月  19,882人（同 ＋ 2.4％） 
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図37-① 県内主要観光地の入込客数の推移（前年同月比）

【大津地域】

ミシガン＋ビアンカ（乗船客数）

道の駅：びわ湖大橋米プラザ

比叡山ドライブウェイ

奥比叡ドライブウェイ
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【②南部地域：①】 

県立琵琶湖博物館…………………３月  32,538人（同＋238.7％） 

  道の駅：草津………………………３月  18,355人（同 － 4.2％） 

  道の駅：こんぜの里りっとう……３月   2,337人（同 －15.0％） 

 

   

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【②南部地域：②】 

ファーマーズマーケットおうみんち…３月  33,718人（同 － 2.4％） 

びわ湖鮎家の郷………………………３月  12,716人（同 ＋ 4.7％） 
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図37-② 県内主要観光地の入込客数の推移（前年同月比）

【南部地域①】

県立琵琶湖博物館
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図37-③ 県内主要観光地の入込客数の推移（前年同月比）

【南部地域②】

ﾌｧｰﾏｰｽﾞﾏｰｹｯﾄおうみんち

びわ湖鮎家の郷

4.7(鮎)

-2.4(お)
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【③甲賀地域】 

 県立陶芸の森…………………………３月  28,485人（同 ＋14.8％） 

  ＭＩＨＯ ＭＵＳＥＵＭ……………３月   8,021人（同 －58.1％） 

道の駅：あいの土山…………………３月  11,390人（同 ＋ 1.3％） 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【④東近江地域:①】 

ラ コリーナ近江八幡……………… ３月 183,376人（同 ＋33.4％） 

休暇村 近江八幡……………………３月  10,345人（同 ＋ 4.5％） 

安土(城郭資料館＋信長の館)………３月   6,718人（同 －30.8％）

道の駅：竜王かがみの里……………３月  63,739人（同 ＋ 9.4％） 

道の駅：アグリパーク竜王…………３月  40,989人（同 － 5.5％） 
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図37-④ 県内主要観光地の入込客数の推移（前年同月比）

【甲賀地域】

県立陶芸の森

MIHO MUSEUM

道の駅：あいの土山

1.3(あ)

-58.1(Ｍ)

14.8(陶)

15/7：282.2％ 15/8：266.2％ 16/2：69.4倍 16/3：212.0％

16/8：－100.0％

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

100

15年1 3 5 7 9 11 16年1 3 5 7 9 11 17年1 3

（％）

図37－⑤ 県内主要観光地の入込客数の推移（前年同月比）

【東近江地域①】

ラ コリーナ近江八幡

休暇村 近江八幡

安土（城郭資料館＋信長の館）

道の駅：竜王かがみの里

道の駅：ｱｸﾞﾘﾊﾟｰｸ竜王

4.5(休)

-5.5(ア)

-30.8(安)

33.4(ラ)

9.4(竜)
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【④東近江地域:②】 

道の駅：奥永源寺渓流の里 …………３月 31,026人（同 ＋11.5％） 

道の駅：あいとうﾏｰｶﾞﾚｯﾄｽﾃｰｼｮﾝ  …３月 31,875人（同 ＋ 4.0％） 

  滋賀農業公園ブルーメの丘………… ３月 16,085人（同 ＋ 2.8％） 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【⑤湖東地域】 

彦根城……………………………………３月 74,525人（同 ＋46.2％） 

かんぽの宿 彦根………………………３月  6,841人（同 － 5.6％） 

道の駅：せせらぎの里こうら…………３月 11,460人（同 ＋ 5.3％） 
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図37－⑥ 県内主要観光地の入込客数の推移（前年同月比）

【東近江地域②】

道の駅：奥永源寺渓流の里

道の駅：あいとうマーガレットステーション

滋賀農業公園ブルーメの丘
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図37－⑦ 県内主要観光地の入込客数の推移（前年同月比）

【湖東地域】

彦根城

かんぽの宿 彦根

道の駅：せせらぎの里こうら

46.2(彦)

5.3(せ)

-5.6(か)
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【⑥湖北地域】 

  長  浜  城………………………………３月 11,559人（同 － 8.6％） 

 長浜｢黒壁スクエア｣……………………３月155,556人（同 ＋ 6.3％） 

 道の駅：伊吹の里・旬彩の森…………３月 32,020人（同 ＋ 3.6％） 

    〃 ：塩津海道あぢかまの里………３月 35,871人（同 ＋ 1.6％） 

  〃 ：湖北みずどりステーション…３月 33,988人（同 － 3.9％） 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

【⑦湖西地域】 

 県立びわ湖こどもの国…………………３月 28,571人（同 ＋24.5％） 

  道の駅：藤樹の里あどがわ……………３月 60,400人（同 ＋ 1.5％） 

  〃 ：くつき新本陣 ………………３月 18,705人（同 ＋16.4％） 

  〃 ：しんあさひ風車村…リニューアルのため18年３月まで休み 

  〃 ：マキノ追坂峠…………………３月 11,552人（同 －20.6％） 
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図37－⑧ 県内主要観光地の入込客数の推移（前年同月比）

【湖北地域】

長浜城

長浜「黒壁スクエア」

道の駅：伊吹の里・旬彩の森

道の駅：塩津海道あぢかまの里

道の駅：湖北みずどりステーション
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図37－⑨ 県内主要観光地の入込客数の推移（前年同月比）

【湖西地域】

県立びわ湖こどもの国

道の駅：藤樹の里あどがわ

道の駅：くつき新本陣

道の駅：しんあさひ風車村

道の駅：マキノ追坂峠

16.4(く)

-3.7(く)

24.5(こ)

1.5(藤)

-66.7（し）

-20.6(マ)
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【⑧その他】 

主要３シネマコンプレックス……… ３月  44,038人（同＋ 1.8％） 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《トピックス》 

【「滋賀県推計人口年報（2016 年 10 月 1 日現在）の 

概要】 

－自然増減が初めて減少に－ 
 

※本レポートは、滋賀県のホームページから抜粋、転載しているため、 

図表番号は連続しない。 

 

◆総人口 

・平成28年(2016年)10月１日現在の滋賀県の総人口（推計）は1,413,079 

人（うち外国人数20,876人）で、世帯数は561,085世帯となった。平成 

27年（15年）10月1日からの１年間で、総人口は163人増加し、人口増 

減率は0.01％の増加。 

・総人口増減数163人増加のうち、自然増減（出生数－死亡数）が40人 

（－0.00％）の減少、社会増減（転入者数－転出者数）は203人 

（0.01％）の増加となった。自然増減の減少は戦後間もなくを除き、 

初めて。 
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図37－⑩ 県内主要観光地の入込客数の推移（前年同月比）
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1.8



28/32                                                                                            

  

 

◆年齢別人口 

・年齢別にみると、15歳未満人口201,518人、15～64歳人口851,034人、 

65歳以上人口346,658人となった。 

・前年に比べ、15歳未満人口は1,932人減少、15～64歳人口は6,686人減 

少、65歳以上人口は8,781人増加。 

・全国の構成比と比較すると、15歳未満人口は全国を上回って推移して 

おり、15～64歳人口も平成17年（05年）以降全国を上回って推移して 

いる。また、65歳以上人口は、増加しているものの全国を下回って推 

移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆地域別人口 

・県内７ブロックに分けた地域別人口についてみると、大津地域340,956  

人(24.1％）が最も多く、次いで南部地域が336,499人(23.8％)とな 

り、この２地域で総人口の47.9％を占めている。１年間の人口の増加 

をみると、増加しているのは南部地域の2,755人（0.83％）が最も増加 

している。一方、減少しているのは、湖北地域1,018人（0.65％）の減 

少が最も多く、次いで高島地域で697人（1.39％）の減少。
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◆市町別人口 

・市町別にみると、大津市が340,956人で最も多く、次いで草津市 

138,464人、長浜市117,266人、東近江市114,026人、彦根市113,871人 

と続いている。１年間の人口増減をみると、人口が増加した市町は８  

市町あり、草津市が1,217人増加と最も増加し、次いで守山市が829人 

増加、栗東市が560人増加と続いている。一方、人口が減少した市町は 

11市町あり、長浜市が927人減少と最も減少し、次いで高島市697人減 

少、甲賀市547人減少と続いている。 

・また、人口増減率でみると、守山市が1.04％増加と最も高く、次いで 

草津市が0.89％増加、栗東市が0.84％増加と続いている。 

 

 

◆外国人人口 

・平成28年(16年）10月１日現在の滋賀県の総人口のうち外国人人口は 

20,876人で、前年に比べ990人増加。 

・市町別にみると、大津市が3,192人と最も多く、次いで東近江市2,407 

人、長浜市2,404人と続いている。 
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【「訪日外国人消費動向調査」（2016 年年間値・確報）】

－滋賀県を訪問の外国人は、「台湾」から、「４～６日間」  

滞在、「ホテル」に宿泊が多い－ 
◆国内の 18 空海港を調査実施場所とし、トランジットや乗員、１年以上

の滞在者等を除く日本を出国する訪日外国人を対象に実施した「訪日外

国人消費動向調査」によると、滋賀県を訪問した外国人の国籍は「台湾」

が最も多く、以下、「韓国」「中国」と続く。 

◆1人 1 回当たりの旅行消費単価は 13,980 円。 

 

 
 

◆滞在日数は「４～６日間」が最多で、次いで「７～13 日間」が多い。 

◆主な来訪目的をみると、「観光・レジャー」が最も多い。「企業ミーティ

ング」や「研修」「その他ビジネス」などの商用もみられる。 

◆利用した宿泊施設は、「ホテル（洋室中心）」が最も多く、「旅館（和室中

心）」が続いている。 

 

平成28年（2016年）  　暦年（1-12月期） （単位）回答数：人、消費単価：円／人

滋賀県

回答数 消費単価

全体 120 13,980

国籍･地域 韓国 34 19,933

（単一回答） 台湾 39 3,028

香港 3 0

中国 23 27,895

タイ 1 5,000

シンガポール 0 -

マレーシア 7 9,238

インドネシア 1 0

フィリピン 0 -

ベトナム 1 0

インド 2 0

英国 2 60,767

ドイツ 0 -

フランス 0 -

イタリア 1 5,766

スペイン 1 0

ロシア 0 -

米国 2 11,267

カナダ 2 0

オーストラリア 1 0

その他 0 -

調査項目

平成28年（2016年）  　暦年（1-12月期） （単位）回答数：人、消費単価：円／人

滋賀県

回答数 消費単価

滞在日数 ３日間以内 9 8,805

４～６日間 67 9,150

７～１３日間 36 18,043

１４～２０日間 3 7,663

２１～２７日間 0 -

２８～９０日間 4 57,289

９１日以上１年未満 1 0

主な来訪目的 観光・レジャー 74 7,908

（単一回答） 親族・知人訪問 6 3,232

ハネムーン 0 -

学校関連の旅行 0 -

スポーツ・スポーツ観戦 1 0

イベント 1 0

留学 1 0

治療・検診 0 -

インセンティブツアー 0 -

展示会・見本市 0 -

国際会議 2 0

企業ミーティング 11 13,620

研修 7 79,676

その他ビジネス 17 25,407

トランジット 0 -

その他 0 -

利用した ホテル（洋室中心） 106 15,034

宿泊施設 旅館（和室中心） 22 9,658

（複数回答） 別荘・コンドミニアム 2 58,333

学校の寮・会社所有の宿泊施設 4 5,821

親族・知人宅 8 12,562

ユースホステル・ゲストハウス 3 30,589

その他 5 9,311
１）本集計表の「旅行消費単価」は「旅行中支出額」の平均値であり、パッケージ

　　ツアー参加費に含まれる日本国内支出や日本の航空会社および船舶会社に

    支払われる国際旅客運賃を含まない。

２）全体回答数と各設問の属性別回答数合計値との差は各設問の無回答数である。

調査項目
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《ご参考①：国内景気の動向》 （29年４月 20日：内 閣 府） 

 

 
 

 

 
 



32/32                                                                                            

  

 

《ご参考②：京滋の景気動向》（2017.4.14）  

 
 

《当報告書のご利用についての注意事項》 

・当報告書は情報提供のみを唯一の目的として作成されたものであり、 

何らかの金融商品の取引勧誘を目的としたものではありません。 

・当報告書は信頼できると思われる情報に基づいて作成されていますが、 

当行並びに当社はその正確性を保証するものではありません。内容は、 

予告なしに変更することがありますので、予めご了承ください。 

・また、本報告書は著作物であり、著作権法により保護されております。 

全文または一部を転載する場合は出所を明記してください。 

・なお、本報告書の内容に関するご照会は下記の担当者までご連絡くだ 

さい｡ 

照会先：㈱しがぎん経済文化センター（産業・市場調査部：志賀） 

ＴＥＬ：077-523-2245  E-mail：keizai@keibun.co.jp 

以 上 

mailto:keizai@keibun.co.jp

